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 日本検査キューエイ株式会社との、情報セキュリティに関わる組織マネジメン

ト・システムの新たな分析・監査手法の開発・運用を目的とした協業体制の構築

と同社株式取得のお知らせ 

 当社は、本日開催の取締役会において、日本検査キューエイ株式会社（本社：東京都中央区、

代表者：川﨑 博史、以下「日本検査キューエイ社」という）と、顧客事業分野の特性を踏

まえた情報セキュリティに関わる組織マネジメント・システムの効果的な分析・監査手法を

共同で開発し、同社の監査事業、および当社の情報セキュリティ・コンサルティング事業の

拡充を目的として、協業体制を構築すると共に、日本検査キューエイ社の株式取得につき、

決議いたしましたので、お知らせいたします。 

記 

１．背景 

あらゆる分野で第４次産業革命とも呼ばれる IoT（Internet of Things）が進展する中、

標的型サイバー攻撃の脅威は高まりつつあり、機密情報の漏洩など、企業における情報セキ

ュリティ対策は、最重要経営課題となっています。また、製造業に適した体系的な情報セキ

ュリティ対策の充実化や、セキュリティ人材の不足も課題となっています。 

そこでこのたび当社は、品質/環境マネジメント・システム、情報セキュリティ・マネジメ

ント・システムなどの各種 ISO 審査登録機関として日本の認証ビジネスの先駆である日本検

査キューエイ社と、特に情報セキュリティに関わる組織マネジメント・システムの分野で協

業し、市場ニーズに応えていくことで合意しました。 

２．協業の内容 

 当社は、日本検査キューエイ社が推進する顧客事業分野の特性に合った情報セキュリティ

に関わる組織マネジメント・システムの新たな分析・監査手法の開発に参画し、その手法を

活用して当社の情報セキュリティ・コンサルティング事業の拡充と、人材育成を図り、双方

の事業分野での市場競争力の強化に努めてまいります。 

当社は、情報システムのセキュリティ・コンサルティング・サービスを提供しております

が、本協業により、今後は、より高度なコンサルティング・サービスの提供が可能となりま

す。また、セキュリティ人材の育成に、両社が共同であたり、顧客ニーズに応えてまいりま

す。 



３．株式取得の内容 

取得株数 ５株 

取得割合 0.42％ 

取得の方法 既存株主からの譲受による取得 

取得予定日 2017 年５月 31 日（予定） 

４．日本検査キューエイ社の概要 

商号 日本検査キューエイ株式会社 

本店所在地 東京都中央区新富 2-15-5 

代表者の役職・氏名 代表取締役社長 川﨑 博史 

事業内容 ・ISO マネジメント・システムの審査登録事業 

・カスタマイズ監査事業 

・JIS マーク表示の認証（製品認証）事業 

・温室効果ガス排出量の検証事業 

・公開研修事業など 

資本金 60 百万円 

設立年月 1992 年 10 月 

発行済株式数 1,200 株 

主要株主 

（順不同） 

新日鐵住金株式会社 清水建設株式会社 

JFE スチール株式会社 大成建設株式会社 

株式会社神戸製鋼所 株式会社竹中工務店 

日新製鋼株式会社 株式会社熊谷組 

株式会社日立製作所 株式会社荏原製作所 

株式会社東芝 住友重機械工業株式会社 

パナソニック株式会社 三菱重工業株式会社 

三菱電機株式会社 三井造船株式会社 

三洋電機株式会社 ジャパン マリンユナイテッド

株式会社 

富士電機株式会社 株式会社明電舎 

川崎重工業株式会社 株式会社安川電機 

日鉄住金保険サービス株式会社 株式会社大林組 

鹿島建設株式会社 日本検査株式会社 

当社との関係 資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 「品質マネジメント・システム(ISO9001)」 

「環境マネジメント・システム(ISO14001)」 

「ISMS マネジメント・システム(ISO27001)」 

に関する認証機関として、審査・登録業務を委

託しています。 

売上高 2,576 百万円（平成 28 年 3 月期） 



４．今後の日程 

協業および株式取得 決議日 平成 29 年５月 24 日 

協業の開始日 平成 29 年５月 24 日 

株式取得予定日 平成 29 年５月 31 日 

５．今期業績への見通し 

 本業務提携・および株式取得に伴う、当社の今期業績に修正が見込まれる場合、遅滞なく

お知らせします。 

以上 
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